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0. コンソーシアム内における各主体の役割分担

太平洋セメント社（幹事会社） 住友大阪セメント社

太平洋セメント社が実施する研究開発の内容

太平洋セメント社の社会実装に向けた取組内容

住友大阪セメント社が実施する研究開発の内容

• 自社工場への設備導入
• 他社（海外含む）への設備・技術販売
• カーボンリサイクルセメントの普及拡大
等を担当

研究開発項目４：多様なカルシウム源を
用いた炭酸塩化技術の確立
• インダイレクトカーボネーション方式／ダイレクト

カーボネーション方式による炭酸塩化技術開発
• 炭酸塩利用技術開発（カーボンリサイクルセメン

トの製造および材料開発、施工ガイドラインなど
規準化）

等を担当

住友大阪セメント社の社会実装に向けた取組内容

研究開発項目３：製造プロセスにおける
CO2回収技術の設計・実証
• 革新的な新型仮焼炉の設計
• 最適な仮焼炉運転条件の確立
• プレヒーターにおける原料予熱
• 支燃性ガスの予熱
• エネルギー由来のCO2の熱エネルギー化

（メタネーション技術）
等を担当

• 自社工場への設備導入
• 他社（海外含む）への設備・技術販売
等を担当

（提案プロジェクトの目的：CO2回収型セメント製造プロセスの開発）
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事業計画・研究開発計画の関係性（２社コンソーシアムにおける太平洋セメントの提案）

太平洋セメントの事業
活動全体

太平洋セメントの事業計画
：経営のコミットメントの対象

(1.事業戦略・事業計画+
3.イノベーション推進体制)回収CO2の供給

（住友大阪セメント社での
炭酸化試験用）

２社コンソーシアムによる研究開発計画：
CO2回収型セメント製造プロセスの開発

:支援の対象 (2.研究開発計画)

太平洋セメントの研究開発計画
（製造プロセスにおけるCO2回収技術

の設計・実証）

住友大阪セメントの研究開発計画
（多様なカルシウム源を用いた
炭酸塩化技術の確立）

炭酸塩供給
（太平洋セメントにて、住友大阪セメントで試料調整され

た炭酸塩化物のセメント原料化の確認）
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1. 事業戦略・事業計画
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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

世界規模の脱炭素の潮流で、セメント・コンクリート業界もCCUS等による脱炭素が求められる

2050年に向けてセメント・コンクリートにおけるカーボンニュートラル化が求められる。また、国内外でカーボンニュートラル達成に向けた政策が進展。
それらに対応するために、CCUS技術がカギであり国内外で研究開発・実証が進むが、コスト低減と用途拡大に向けて更なる技術開発が必要。

（政策面）
• 日本では2030年に46％削減、2050年にカーボンニュートラルという目標が掲げら

れている。
➢ グリーン成長戦略(参考5) の重点14分野にカーボンリサイクル産業が含まれており、そ

の中の1つにセメント・コンクリートにおけるカーボンリサイクル技術の開発・普及が期待
されている。

• 世界ではカーボンニュートラルを表明している国は125カ国・1地域(2021年4月時点)、
炭素税や排出権取引をはじめとするカーボンプライシングやCCUS含む革新的な環
境技術への助成政策など、目標達成のための様々な政策がとられている。

（社会面）
• 2050年までにセメント・コンクリート業界の脱炭素化が進む見通し。
➢ 日本のセメント協会は最終到達点としての「脱炭素社会」の実現に貢献する長期ビ

ジョンを発表(参考1)。
➢ GCCA (*1)は2050年までにカーボンニュートラル達成の声明を発表(参考2)。

• ESG投資等の脱炭素化の流れの中で、セメント・コンクリートの消費者である建設業
界も脱炭素化が進む見通し。
➢ 日本建設業連合会では、施工段階におけるCO2排出量の原単位で2030年～

2040年度のできる限り早い段階で2013年度比40％削減、2050年までに
Scope1・2の排出量を実質ゼロの達成を掲げる(参考3)。

➢ SBTコミットしている国内建設事業者は13企業(2021年3月現在、中小企業除く)

（経済面）
• セメント・コンクリート業界における脱炭素技術の導入・普及にはコスト低減(既存製品
と同程度まで)が必要。そのためには、CO2からセメント・コンクリートを製造するコストや
CO2回収コストの低減が重要な要素となる。
➢ カーボンリサイクル技術ロードマップ(参考4)やグリーン成長戦略(参考5)では、2030年に

CCU技術で製造した道路ブロック製品を、2040年にCCU技術で製造した汎用コン
クリート製品を既存製品まで低減することが目標。

➢ 回収技術のコストは様々な排ガスからの回収の低コスト化が求められ、低圧ガスで
2,000円/トンまでのコスト低減を目標としている。

➢ 海外のシンクタンク(Energy Transition Commission (*2))は、セメント製造の排
ガスはCO2濃度が低いため回収コストが高く、脱炭素セメントは通常のセメントの2倍
以上の価格になると報告している。

（技術面）
• セメントやコンクリート製造プロセスのうち、製造時のエネルギーは再エネ利用や省エネ

化が可能なものの、石灰石(CaCO3)などの焼成工程で排出する原料由来の
CO2は削減が困難であり、CO2を回収して利用もしくは貯留する技術(CCUS)が
必要。
➢ CCUSは、CO2排出削減・固定量の最大化、用途拡大・コスト低減（材料開

発、製造性、施工性）、製造過程におけるCO2排出削減が課題。

• セメントやコンクリートのCCUS技術は国内外で、研究開発・実証が本格化し始めて
いるが、コスト低減と用途拡大が課題。
➢ 競争力のある効率的なCO2回収技術を確立し、回収CO2をカルシウム等のアル

カリ源に固定する炭酸塩化技術やそのシステムを確立していく必要がある。

(*1)GCCA(グローバルセメント・コンクリート協会)は世界のセメント・コンクリート産業の大手40社からなる組織で、2018年に発足した。建設業界の課題を解決するべく技術革新を行い、持続可能な建設に貢献することを目的としている。
(*2)Energy Transition Commissionは、経済成長と気候変動の緩和に焦点を当てた国際的なシンクタンク。
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社会のインフラ

土木業界
建設業界

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

セメント・コンクリート業界では、産業構造の骨格は維持しながら脱炭素が必要
本業界は社会インフラを支えつつ、産業廃棄物等の利用で循環型社会の形成を担っているため、産業構造の骨格自体は維持しながら脱炭素が必要。
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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

セメント・コンクリート業界の脱炭素のためセメント製造におけるCCUSが必須に

特にセメント製造における脱炭酸のCO2排出(つまり原料由来のCO2排出)は不可避なため、CO2を回収し、利用(一部は貯留)するCCUSが必須。

⚫ 市場機会：
➢ 原料の脱炭素化は難しいことや、焼成過程のエネルギーは全て再エネで賄うことは現実的に難しいこと、

コンクリートにとってセメントは不可欠な材料であることから、セメント・コンクリート産業全体での
脱炭素化を目指すためには、セメント製造工程においてCCUSでCO2を削減することが必須になる。

➢ 原料由来のCO2排出量は約60％を占めており、早急に脱炭素化を図るにはセメント産業における
CCUSの技術開発と社会実装を早急に進めていく必要がある。

⚫ 市場規模：
➢ 2030年代

国内へCO2回収可能なキルンを17基（販売）導入することで、設備導入費用が２,２00億円と想定
(1基130億円程度)。

➢ 2050年 （「グリーンイノベーション基金事業 研究開発・社会実装計画」における想定を基に試算）

キルンの設備導入費用は、世界(約50億トン)で約89兆円。
セメント市場獲得によるものは、世界で約55兆円。
(現状のセメント生産量(参考６)から23％増加し、当該技術による生産に置き換わると想定)

⚫ 産業・社会へのインパクト：
➢ セメント企業

・脱炭素技術開発・普及によって脱炭素社会における競争力を獲得（Scope１のCO2排出量を削減可能）。
➢ 土木・建設企業

・ESGやSDGs対応、SBT達成への貢献（Scope3のCO2排出量を削減可能）。
・利用できる廃棄物の幅を広げ、循環社会へ更なる貢献。

➢ 社会・日本全体
・気候変動への対応や廃棄物処理によるサーキュラーエコノミーに貢献が可能。
・また、セメント・コンクリート業界や関連する業界(廃棄物処理、建設業界など)の雇用維持や雇用創出に繋がる。

関連するSDGs

(引用)セメント協会
「セメント業界におけるこれまでの省エネの取組み並びに長期的展望について」

セメント製造工程からのCO2排出
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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

（2022.3月公表 『太平洋セメントグループカーボンニュートラル戦略2050～技術開発ロードマップおよび2030中間目標」』より）

カーボンニュートラルに向けたサプライチェーンにおける取り組み
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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

「カーボンニュートラル戦略 2050」 の技術開発ロードマップおよび 2030 中間目標を盛り込んだ
具体的方策を策定

（2022.3月公表 『太平洋セメントグループカーボンニュートラル戦略2050～技術開発ロードマップおよび2030中間目標」』より）

太平洋セメントカーボンニュートラル戦略進捗

CO2回収型セメント
技術開発の完成

完成したCO2回収型セメント
技術の普及段階

2022年3月には当社「ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ戦略2050」を更新。「革新的ＣＯ２回収技術」を含む「革新技術」は2030年までに完成させ、
その後、順次展開することを表明
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太平洋セメントカーボンニュートラル戦略進捗

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

2024.5.14公表当社「26中期経営計画」より。同計画においても本プロジェクトの活動内容（C2SPキルン®、メタネーション）を
2030年以降の普及技術として位置づけている。
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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

国内外の当社およびグループ企業拠点エリアにおけるカーボンニュートラル構想への参画

CNモデル工場構想（株式会社デイ・シイ川崎工場）

革新的セメント製造プロセス
（ C2SPキルン®実験機、山口県）

GI基金事業等で開発した各種革新技術
の実機への導入検討

2024.5.14公表当社「26中期経営計画」より。前ページの趣旨のとおりGI基金事業については、技術開発のみならず開発成果の社会
実装に向けた検討も進めていくことを表明。

太平洋セメントカーボンニュートラル戦略進捗
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セメント製造におけるCO2回収装置の普及を目指す海外各国

国内で蓄積した導入実績をもとに、アジアを中心に世界への導入を目指す。

ターゲットの概要

生産量

アジア

欧米他

セメント需要主要国 導入課題想定ニーズ

• セメントのコスト
の増加

市場概要と目標とするシェア・時期
● ～2030年 技術開発を進め、国内外での実装計画を作成
●● 2030～2040年 国内での実装を進めながら、アジアを中心に実装

特にカーボンニュートラルを宣言済の国がターゲット
●● 2040年～ 世界全体における実装を目指す地理的位置

カーボンニュートラル

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

国内における実装と、実績を構築しつつ、アジアを中心に世界への導入・普及を進める

セメント市場のセグメンテーション

近

遠

（単位：千トン）

～20７0

（出典）セメント協会「セメントハンドブック2024」“世界主要国のセメント需給”より作成

中国
2,117,950

●はセメント生産量を表す

アメリカ
ドイツ
イタリア
フランス
スペイン
イギリス

ロシア
ブラジル

• セメント産業
の脱炭素化

• セメント産業
の脱炭素化

インド

• セメントのコスト
の増加

• 欧米はセメント
におけるCO2

利用技術の
開発が進んで
おり、競合が多い。

中国
インドネシア
韓国
台湾

日本
53,207

インド
387,620

インドネシア
72,096

韓国
52,760

台湾
16,657

アメリカ
95,000

ブラジル
63,546

ロシア
61,705

イタリア
18,800

ドイツ
32,901

スペイン
18,444

フランス
16,534

イギリス
8,393

9,500万トン
3,290万トン
1,880万トン
1,653万トン
1,844万トン
839万トン

6,171万トン
6,355万トン

3億8,762万トン

21億1,795万トン
7,210万トン
5,276万トン
1,666万トン

～2060～20５0
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プラントメーカー

導入サポート

対価

開発技術

自社展開

設備納入

セメント製造

セメント需要先

対価

ゼロカーボン・セメント

製品＋ブランド価値

ライセンス

CO2利用技術・
システム

開発技術の導入・展開

利用技術も含めたシステム全体の「標準化」

ビジネス展開

CO2回収システム
(+CO2利用)

顧客

CO2排出量(排出－回収)
の定量「標準化」

CO2

CO2

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

セメント製造に適用できうるCO2削減技術によって「ゼロ・カーボンセメント」の普及を後押しする

ビジネスモデルの概要

セメント産業においてもカーボンニュートラルが必須となるこれからの事業環境下、当社のCO2削減技術を国内外の多くのセメント工場に、より早い時期に導入
するため、プラントメーカーとライセンス契約を締結。他のセメント事業者へのCO2回収システムの提供を協力して行うビジネスにより、セメント業界全体でのCO2削減
につなげる。特に、当社セメント製造事業者であり、自らの運転実績という強みを生かした顧客サポートを行う。また、当初は国内での普及を優先させるが、その後の
海外展開の初期段階においては、現地工場の運営、あるいはトレーディングビジネス等、様々な事業の実績のある東アジア、東南アジアを中心として技術導出、設
備販売を行っていく。
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル（標準化の取組等）

開発段階からのJIS/ISO化を念頭においた標準化戦略を推進

海外の標準化や規制の動向

（海外の標準化動向）
• 欧米を中心に技術開発は種々行われているが、標準化の動きは

認められない。
（規制動向）

• 米国では、州政府による低炭素コンクリート及び鉱物化コンクリー
トの調達に係る規制・インセンティブが導入されている。

標準化の取組方針（標準化以外の場合、その手段あるいは方法を記載）

セメント業界におけるCCUS関連標準化検討を目的
に、セメント製造時のCO2排出量算定方法の
策定を目指し、セメント協会へ働きかけを継続中。

• 開発成果については、競合技術を性能・コストで上回る技術を完成させるとともに自社グループ工場への設置推進と実績の対外アピール
• 上記標準化戦略と並行して、将来のライセンスビジネス拡充の観点より、特許マップの作成等の手法を活用し、特許網構築
• 海外普及に向けては、これまでの当社グループにおいて実績のある東南アジア地区のエンジニアリングビジネスの成果を精査し、現地特有の課題等を顕在化。

標準化の取組内容（全事業期間通じて）

現段階では、当該技術開発内容に感がみて以下の観点より技術の「標準化」
を検討していく

各要素技術については、キルン排ガスからのCO2回収・利用という

新市場の形成と、競合技術（LEILAC等）に勝ち抜くという国際競

争力確保の観点から開発段階からJIS/ISO化などを念頭においた標準

化戦略を推進する。

（１）セメントキルンからのCO2排出量の定量方法(発生量－回収量＝排出量)
開発技術のようなセメントキルン排ガスのプロセス途中からのCO2回収では、「CO2回
収量」も含めた排出量が競合技術との重要な優位性評価基準。この「標準化」を推
進することは、本技術の優位化につながる。JIS策定（新規提案）と同時にISO提
案を念頭に取り組む。
⇒世界動向として「セメント製造時のCO2排出量の算定方法」が標準化された
    （ISO19694-3)。
（２）CO2有効利用に向けたルール作りを推進
回収CO2は、メタネーション化、炭酸塩化などの利用やCCS（貯留）などの様々な
可能性を持つ。用途の拡大や展開を可能とするためのルールメイキングを推進。

i.e., CCSの貯留CO2ガスのルール（現状、アミン法のみ対象）、合成メタンの利用

に関わる制約（都市ガス導管注入等）、建設資材での利用に関わる規格

類（土木・建築関連法規）の制約 など

⇒CCSを実施するためのCO2のスペックなどを調査
欧州では炭酸化した廃コン微粉の混和材としての利用が標準化された

    （EN197-６）。

セメント業界におけるCCUS関連標準化検討を目的に、セメント製造時の

CO2排出量算定方法の策定を目指し、準備活動中。
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他社に対する比較優位性

本事業を通して当社のCO2回収の技術力を強化し、国内セメント業界内のネットワークやセメ
ント産業における知見などを利用しながら、システム導入の顧客基盤、サプライチェーンを構築。
「セメント産業に特化したCO2回収システム」を提供できる点において他社との優位性を持つ。

自社の強み、弱み（経営資源）

自社の強み

• セメント事業者自らが持つ技術開発力
– 既存焼成系の改造であり、既存システムとの親和性にも

配慮したプロセス提案が可能

ターゲットに対する提供価値

• 既存キルン(焼成系)の特性を最大限に生かし、セメント製造
からの回収に適した、コンパクトなCO2回収システム
– 特に、日本国内のセメントメーカーのように敷地面積の

制約の大きい顧客には、導入に際して現実的なソリュー
ションとなりうる

• 一部回収CO2はメタネーションによりエネルギーとして循環させ
ることにより、化石エネルギー使用量を低減したキルンとなる。

セメント事業者自らが開発することで、セメント製造と親和性の
高いCO2回収システムを提供することができる。

自社
(現在)

(将来)

国内競合
プラント
メーカー

海外競合
Calix
(豪州)

• アミン法による一般
的なCO2回収技
術(実用レベル)

技術 顧客基盤(導入先) サプライチェーン その他経営資源

• 他産業プラント製造の
知見や人材

• 資本力

• 特定の産業に依拠
しない

• 国内外の様々な産業向け
にプラント製造・供給のサプ
ライチェーン

• 間接加熱技術
(LEILAC:
実証実験レベル)

• スタートアップ企業なら
ではの柔軟性

• 石灰業界中心 • 国内外(豪州、欧米、東南
アジア)にプラント製造・供給
のサプライチェーン

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング
自らがセメント製造事業者である強みを活かし、セメント産業に寄り添ったCO2削減ソリューションという価値を提供

自社の弱み及び対応

• 総合プラントメーカー特有の経営資源の欠如
– 総合的なプラントメーカーではないため、機器調達力に弱

点はあるが、上述の強みを活用して最適なシステム・ソ
リューションを提案することでコストダウン等顧客満足度を
確保していく。

• 従来型NSPキ
ルンへのCO2回
収システム導入
に関する基礎的
な検討が完了

• セメント業界中
心(当社及び国
内同業他社)

• プラントエンジニアリング
部門を持つ当社子会
社が保有する調達・製
造ラインや外注先等を
活用可能

• 国内及び海外(特
に環太平洋地区)
でのセメント産業で
の実績や設備、知
見

• 実験機での確
認を行いながら
スケールアップ

• セメント産業に
特化したCO2回
収技術開発

• アジアをきっかけ
として欧米のセメ
ントメーカーへの
普及展開

• 当社子会社には当社
指導によりセメント産業
に特化したCO2回収シ
ステムの提案力を付与

• アジア欧州を中心とした
プラントメーカーと連携

• セメント産業及び
同業界のCCUSの
技術力や人材

• 大企業ならではの
資本力
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2021年度 ・・・ 2030年度 ・・・ 2033年度 ・・・ 2040年度

売上高

研究開発費

取組の段階

CO2削減効果 - ・・・ - ・・・ 980kトン
・・・

9,800kトン

研究開発

投資計画

1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

✓ 2030年までにに技術を確立し、2030年から自社工場に順次設備を設置する。
✓ 2033年度以降他社へも販売し、2040年の投資回収を目指す。

社会実装 投資回収

約208億円（本事業の支援期間）

実験機実証 実験機実証 自社導入

2033年度以降、他社へも販売導入
し、投資回収を目指す

１０年間の研究開発の後、2033年頃の事業化、2040年頃の投資回収を想定

事業化

他社への導入
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• 当該システムは、セメントメーカー向け技術であ
ることから、導入されるキルン(焼成炉)との最適
化を含めたシステム提案が必要となる。実際に
導入されるキルンの特性ならびに個別顧客の予
算等、総合的に考慮したソリューション型の提
案、システム販売を予定している。

研究開発・実証

取組
方針

国際
競争
上の
優位性

実証機への段階的なスケールアップと、自らの工場での操業経験を積むことで、セメント製造のCO2回収技術に特化した知見・データを蓄積し、当社グループが持つ
ネットワークを利用しながら、国内外のセメントメーカーに実際に導入されるキルンの特性や予算等、総合的に考慮したソリューションの提案・販売を予定

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画
当社工場での技術開発・実証による知見・データを基に、国内外のセメントメーカー向けに総合的なソリューションを提案

設備投資 マーケティング

• 基礎研究段階の知見を活かし、実験機から実
証機へと段階的にスケールアップ

• 自らの実生産工場の操業経験、適用性に常に
配慮した技術開発を推進し、セメント製造に特
化した革新的ながら現実性のあるシステムを構築

• 販売機能を担う当社エンジニアリング系子会社
(太平洋エンジニアリング)も参画した形でのプロ
ジェクト推進

• 欧米を中心とした競合技術（電気焼成のような
「革新的技術」も含めて）の開発状況等につい
ては、本プロジェクトの中で並行して、調査活動を
実施する。

• 当社グループのエンジニアリング系子会社は、東
南アジア地区を中心に、これまでに数多くのセメ
ントプラントの性能診断、工程改善を実施して
おり、これらキルン操業上の膨大のデータを蓄積
している。これらの経験は、東南アジア地区への
システム導入への大きな潜在力であり、他の追
随を許すものではない。

• 当社グループは、日本国内のみならず、アジア
地区においては、中国、フィリピン、ベトナムに、
また、米国西海岸においても一貫工場を操業。
かつて事業参入していた韓国、あるいは最近
になって資本参加したインドネシア、その他、
OEMでのセメント生産を行っているタイのように、
環太平洋地区におけるビジネス関係を通じて、
セメント製造機器供給上の絶対的な優位性
を保持しているものと確信している。

• 当該分野で先行する欧州では、プラントメーカー
の独自技術による開発が多く、システムが導入さ
れるセメント製造工程との親和性の確保が課題。

• 当社ではセメントメーカー主導でのシステム開発を
行っており、プロセスの簡素化、セメント工程への
負荷低減等、ユーザー視点でのプロセス開発の
推進が期待される。

• システム提案段階においては、自らのセメント
会社としての経験、ならびにエンジニアリグ系子
会社の設備調達機能等を最大限に活用し、
コスト競争力のある最適なソリューションを提
案していく。

• 2023/11より実験機の試運転を実施。2023
年度内にステージゲート目標をすべて達成し、ス
テージゲート審査を通過。2024年度より助成事
業に移行し、実証試験を実施中

• 勉強会を開催し、仮焼炉の形状や熱交換
器の性能を考慮したプロセスフロー等を検討

• 実証機設置場所としてデイ・シイ社川崎工
場を予定

• 実証試験装置設置に向けた勉強会を実施中
（左記記載のとおり）

• 2022/10、2023/6の現地調査2回を含め、
欧米における競合現地調査を実施

進捗
状況
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1. 事業戦略・事業計画／（7）資金計画

国の支援に加えて、560億円規模の自己負担を予定

※インセンティブが全額支払われた場合

2021年度 ・・・ 2030年度 ・・・ 2035年度

事業全体の資金需要

うち研究開発投資

国費負担※

（委託又は補助）

自己負担

約208億円

約208億円

約１49億円

約59億円

約500億円

約500億円

2030年度以降自社工場に順次設備を設置



19

1. 事業戦略・事業計画／参考資料

（参考1）国内におけるセメント業界の脱炭素化動向

（出典）セメント協会「脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジョン」（https://www.jcassoc.or.jp/cement/1jpn/200326.html）

• セメント協会は2020年3月に「脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジョン」を発表（2022/3/4改訂）。
「セメント産業が2050年、さらにはその先という不確実な将来を展望し、現時点において2050年の長期目標や
最終到達点としての「脱炭素社会」の実現に向け、目指すべき方向性を示すビジョンである。」としている。

セメント産業の果たす役割

基礎素材の供給者 循環型社会形成への貢献 地域経済への貢献 災害廃棄物処理への貢献

CO2

削減

目指すべき対策の方向と克服すべき課題
これらの対策の多くは克服すべき困難な課題を抱えており、その実現には「非連続なイノベーション」が不可欠であるとともに、建設業界をはじめとしたステークホルダーの理解と協力が必要である。

クリンカ比率の
低減

投入原料の
低炭素化

省エネルギーの
推進

鉱化剤使用等
による

焼成温度低減

使用エネルギー
の低炭素化

低炭素型
新材料の開発

CO2回収・
利用・貯留
（CCUS）
への取り組み

供用中の構造物
及び解体コンク

リートによるCO2の
固定(吸収)

コンクリート舗装の
推進による重量車
の燃費向上に伴う

CO2低減

• 脱炭酸されたカルシウム源を含む廃棄物・副産物の利用拡大
原料代替として用いられる高炉スラグや都市ごみ焼却灰などはセメント製造や品質に影響を及ぼす
成分が含まれていることから使用量が限定されることが課題。

• コンクリートのリサイクル
生コン工場で発生するスラッジや微粉等もクリンカ原料としての利用が期待できるが、集約システムの
必要性、セメントの製造や品質に影響を及ぼす成分が濃縮されることが課題。

• CO2を吸収して硬化したり、
製造時のCO2排出を抑える
技術の開発が行われるが、
課題も多く大量にセメントに
置き替え得る結合材には
なっていない。

• セメント産業の脱炭素には相当部分をCCUSに依存せざるを得
ないが、回収技術は特に材料や条件など、セメント工場の排ガス
に合わせたものを確立することが必要である。また、CO2分離回
収には現状ではエネルギーが多大に必要でコスト低減も課題。
加えて回収CO2の貯留や利用方法も課題となる。

脱炭素



20（出典）GCCAホームページ「ACTIONS TO A NET ZERO FUTURE 」
（https://gccassociation.org/concretefuture/actions-to-a-net-zero-future/）を基に編集

1. 事業戦略・事業計画／参考資料

（参考2）海外におけるセメント業界の脱炭素化動向

• GCCA(グローバルセメント・コンクリート協会)は2020年9月、2050年までにカーボンニュートラル達成を目標とする声明「2050 Climate 
Ambition」を発表。コンクリートの長期的なサステナビリティに関する世界的見地が示され、建設業界の大きなマイルストーンとなる。
また、そのロードマップを2021年10月に公開している。

• その他、フランスや英国など、セメント・コンクリート業界が脱炭素ロードマップを示すなど、同業界の脱炭素の潮流は強まっている。
➢ 同業界の脱炭素には、CCUSへの期待が高いこともわかる。

英国のセメント・コンクリート業界における脱炭素ロードマップGCCAが示すカーボンニュートラル達成に向けた方策
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1. 事業戦略・事業計画／参考資料

（参考3）セメント需要家(建設業界など)の脱炭素化動向

（出典）日本建設業連合会「脱炭素社会」（ https://www.nikkenren.com/kankyou/lowcarbon/ ）
環境省「SBT概要資料」

• 建設業界における脱炭素化動向
➢ 日本建設業連合会は、資材の調達から施設の設計・施工、さらには運用・改修・解体にわたる各段階でCO2の

排出抑制に取り組むことを推進。特に施工段階におけるCO2排出量抑制目標を下記のように設定している。
➢ SBTにコミットしている国内建設事業者は増加を続けている（28社：2024/3/1現在 環境省とりまとめ）
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1. 事業戦略・事業計画／参考資料

（参考4）セメント・コンクリートのカーボンリサイクル技術のマイルストーン(カーボンリサイクル技術ロードマップ)

（出典）経済産業省「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（2021年7月改訂版）

• 「カーボンリサイクル技術ロードマップ」では、カーボンリサイクル技術で製造されたセメント・コンクリートの普及は、
道路ブロック等のコンクリート製品やセメントは2030年頃から、汎用品は2040年頃からの普及を目指している。

カーボンリサイクルが拡大していく絵姿 セメント・コンクリートのカーボンリサイクル技術の課題と、2030年・2040年のターゲット
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1. 事業戦略・事業計画／参考資料

（参考5）セメント・コンクリートのカーボンリサイクル技術のマイルストーン(グリーン成長戦略)

（出典）経済産業省「グリーン成長戦略」

• 「グリーン成長戦略」では、2050年カーボンニュートラルに向けた重点分野の1つにカーボンリサイクル産業を掲げて
おり、セメント・コンクリートのカーボンリサイクル技術について以下のマイルストーンを提示している。

コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
セ
メ
ン
ト

現状と課題 今後の取組

CO2を吸収して造るコンクリートは実用化済だが、市場が限定的
• CO2-SUICOMはCO2吸収・硬化セメントの国内競合品
• CO2吸収量が限定的、コンクリートの中の鉄骨がさびやすいため(CO2

吸収により酸化しやすくなるため)、用途限定。

公共調達を活用し、販路拡大・コスト低減
• コスト目標として、2030年に既存コンクリートと同価格、2030年に防錆性能を持つ新製品を建築用途にも使用可能に。
• 市場規模は2030年で世界で約15～40兆円を見込む。

① 公共調達による販路拡大
✓ 新技術に関する国交省のデータベースにCO2吸収型コンクリートを登録。国・地方自治体による公共調達を拡大。2025年日本国際博覧会

でも導入を検討。さらに国際標準化を通じ、アジアへの販路を拡大。
② 更なる販路拡大
✓ 防錆性能を持つ新製品を開発。建築物やコンクリートブロックに用途拡大。標準化導入に向けた支援による民間部門での需要拡大を検討。
✓ CO2吸収量の増大と低コスト化を両立させた新技術・製品の開発と知財戦略を通じたライセンス事業形態の活用によるシェア獲得・拡大

石灰石の燃焼時にCO2が発生、しかし大量のCO2回収技術が未確立
• キルンから1日当たり数千トンのCO2が発生。現行技術(化学吸収法)

では大規模化。
• 炭酸塩化技術もCO2利用量が少なく、またカルシウム源も限定的。

新たな製造プロセスの確立・炭酸塩の利用拡大
• 2030年までに石灰石からの排出CO2を100％近く回収する技術の確立を目指す。廃棄物等を用いた炭酸塩やゼロカーボン・セメント技術の確

立し、炭酸塩の利用拡大を図る。
• 2050年までに国内工場への導入や東南アジア等のプラントとの技術協力、ゼロカーボン・セメントの普及拡大をめざす。
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1. 事業戦略・事業計画／参考資料

（参考6）世界各国のセメント生産量の現状と見通し

（出典）IEA「Technology Roadmap Low-Carbon Transition in the Cement Industry」（2018年4月更新版）

• 世界の現在のセメント生産量と、IEAによる2050年までのセメント生産量の見通しは以下のとおり。
• 日本を除くアジア(中国、韓国、台湾、インド、ASEAN)は、世界の生産量の約71％を占める。

世界のセメント生産量(2019年、単位：千トン) 世界のセメント生産量の見通し

（出典）National Minerals Information Center
「Cement Statistics and Information」より作成
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２. 研究開発計画



26

セメント製造用熱エネルギー源として利活用可能となる
メタン転換率。

研究開発項目

• 革新的な新型仮焼炉
の設計

研究開発項目３

KPI

1

アウトプット目標

仮焼炉排ガス中（乾ベース）のCO2

濃度

• 最適な仮焼炉運転条
件の確立

2

• プレヒーターにおける原
料の予熱

3

• 支燃性ガスの予熱4

製造プロセスにおけるCO2回収技
術の設計・実証

KPI設定の考え方

2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

アウトプット目標を達成するために必要な複数のKPIを設定

仮焼炉出口での炭酸カルシウム成分
の脱炭酸率

仮焼炉入口のセメント原料温度

仮焼炉入口の支燃性ガスの温度

仮焼炉排ガス中のCO2濃度を高め直接回収することに
より、省エネ・設備のコンパクト化。さらに回収したCO２

はそのまま有効利用。

仮焼炉出口での炭酸カルシウム成分の脱炭酸率を現
行よりも高く設定することにより、プレヒーターで発生する
CO2回収率を向上。

現行のNSPキルン並みの熱交換性能を維持することに
よる省エネ、かつ仮焼炉入口原料の脱炭酸率を低くす
ることにより仮焼炉でのCO2回収率を向上。

現行のNSPキルンと同等の温度を確保することによる
省エネ。

研究開発内容

2030年までに、プレヒーターで発生するCO2のうち85%以上を回収し、また広く適用されている化
学吸収法（アミン法）におけるCO2を1トン回収するための標準的なエネルギー（原単位：
2.6GJ/t-CO2）よりも20%以上の省エネとし、エネルギー由来相当分のCO2をセメント製造用
熱エネルギー源に転換する技術の確立。

• エネルギー由来CO2の熱エ
ネルギー化（メタネーション
技術）

5 初期メタン転換率
8000hr運転後を見通す転換率
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KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性
（成功確率）

• 革新的な新型仮
焼炉の設計

仮焼炉排ガス中
（乾ベース）のCO2

濃度

応用研究
（TRL3)

実証
（TRL6)

• 新型仮焼炉による酸素焼成
– 酸素焼成に適したバーナー設計
– 仮焼炉排ガスの一部を循環し、支燃性

ガスと混合する設備の設置
– 空気リーク箇所のシーリング

実証機導入前に実
験機で検証できる
（70％）

• 最適な仮焼炉運
転条件の確立

仮焼炉出口での炭
酸カルシウム成分の
脱炭酸率

応用研究
（TRL3)

実機実証
（TRL6)

• 新型仮焼炉による酸素焼成
– 仮焼炉排ガスの循環率の設定による支

燃性ガス中のO2濃度の調整
– 炉内温度、原料滞留時間等の制御

実証機導入前に実
験機で検証できる
（70％）

• プレヒーターにおける
原料の予熱

仮焼炉入口のセメン
ト原料温度

応用研究
（TRL3)

実機実証
（TRL6)

• キルン排ガスを用いた加熱
– プレヒーター通風量の確保のためのクー

ラー排ガス等の使用
– 多段サイクロンの小改造（風速増加）

生産量に応じて改
造した実績を有する
（80％）

• 支燃性ガスの予熱 応用研究
（TRL3)

実機実証
（TRL6)

• 高温の仮焼炉出口ガスによる間接加熱
- 熱交換器（ガス-ガスヒータ）の開発

キルン排ガスの廃熱
発電に関する知見
を有する
（80％）

1

2

3

4

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案

• エネルギー由来
CO2の熱エネルギー
化（メタネーション
技術）

初期メタン転換率
8000hr運転後を
見通す転換率

応用研究
（TRL3)

模擬実証
（TRL5)

• 耐熱性、耐被毒性に優れた触媒の使用
• 前処理装置を用いた原料ガス中の酸素除去、

微被毒物質除去
• 合成メタンの都市ガス導管供給に向けたフィー

ジビリティスタディ

実証機導入前に実
験機で検証できる
（70％）

5

研究開発内容

仮焼炉入口の支燃
性ガスの温度
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容（これまでの取組）

各KPIの目標達成に向けた個別の研究開発の進捗度

直近のマイルストーン

仮焼炉から排出されるガ
スのCO2濃度(実験機実
証）

仮焼炉出口原料脱炭
酸率（実験機実証）

研究開発内容
これまでの（前回からの）開発進捗 進捗度

• ラボ試験機を用いた評価試験を実施。結果を学会発表。
• 実験機の試運転を実施し、ステージゲート目標を達成。実証試験を開始。

長時間の連続運転を行うための設備改造を検討中・
• 当初想定したプロセスフローの課題を整理し、より適切なフローを作成。

○
ステージゲート審査を通
過し、2024年度から助
成事業に移行。

• 実験機を用いた実証試験を開始。 ○
ステージゲート審査を通
過し、2024年度から助
成事業に移行。

• 革新的な新型
仮焼炉の設計

• 最適な仮焼炉運
転条件の確立

1

2

• プレヒーターにおける
原料の予熱

• 支燃性ガスの予熱

3

4

• エネルギー由来
CO2の熱エネルギー
化（メタネーション
技術）

5

仮焼炉入口のセメント原
料温度

仮焼炉入口の支燃性ガ
スの温度

• 汎用の熱交換器が使用できるよう、仮焼炉排ガスで原料を予熱して温度を
下げた後、支燃性ガスを予熱するプロセスに変更。

○
2024年度下期から基本
設計を実施予定。

初期メタン転換率、
8000hr運転後を見通
す転換率

• 前処理・メタネーション実験機の設置を完了。実証試験を開始
• 合成メタンの改質方法として膜分離法を検討し、深冷分離・アミン回収より

も低コスト化できることを確認。

○
2024年度下期から基本
設計を実施予定。

○
2024年度から実証試験
を開始。

• 汎用の熱交換器を使用可能となるように、仮焼炉排ガスを原料の予熱に用
いるプロセスフローに変更。
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容（今後の取組）

個別の研究開発における技術課題と解決の見通し

直近のマイルストーン

実験機の稼働確認

実験機の稼働確認

研究開発内容

• 酸素焼成に適したバーナー設計
• 仮焼炉排ガスの一部を循環し支燃性ガスと混合する設備の設置
• 空気リーク箇所のシーリング
• 付着したコーチングの除去・排出方法検討

実験機実証試験によ評価・検討
→設備改造→再評価を繰り返す
ことにより技術を確立

• 排ガスの循環率の設定による支燃性ガス中のO2濃度の調整
• 炉内温度、原料滞留時間等の制御

実験機実証試験によ評価・検討
→設備改造→再評価を繰り返
すことにより技術を確立

• 革新的な新型
仮焼炉の設計

• 最適な仮焼炉運
転条件の確立

1

2

• プレヒーターにおける
原料の予熱

• 支燃性ガスの予熱

3

4

• エネルギー由来
CO2の熱エネルギー
化（メタネーション
技術）

5

仮焼炉入口のセメント原
料温度

仮焼炉入口の支燃性ガ
スの温度

• 実機実証設備を設置する工場の状況（現状の設備レイアウト、敷
地面積等）に応じたプレヒータの改造計画の立案

• 高温型熱交換器使用時のダスト除去方法の検討
• 汎用的な熱交換器を使用するプロセスの基本設計

工場や当社設計部門と共同で取
組むことにより早期に設計を完了
させる

初期メタン転換率、
8000hr運転後を見通
す転換率

• 仮焼炉排ガスの特性およびセメント製造設備に適用されるエネル
ギー源の必要スペックに適した必要最小限の前処理設備の開発

• 合成メタン改質設備の検討と改質コスト低減（都市ガス導管向
け）

メーカと共同で熱交換器の開発
に長期的に取り組む

実験機実証試験により評価・検
討
ラボ試験機を用いたを試験で総
合的に評価

残された技術課題 解決の見通し
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

セメント製造におけるCO2回収の重要性と困難性

セメント製造におけるCO2排出は、エネルギー由来４０％、原料由来６０％
エネルギー由来の排出削減は、代替エネ活用などで可能であるが、原料由来の排出削減は困難

セメント製造プロセスに適した、特徴を活かしたCO2回収技術の開発が必要
欧州メーカーを含めて、経済的かつ実機規模の技術確立は未完 ⇒ 実機化に大きなハードル

Oxyfuel（酸素焼成)

ECRAプロジェクト （2007～）
箱型電気炉を用いた脱炭酸試験

CEMCAPプロジェクト（2015～2017）
原料1㎏/hのラボ試験機を用いた脱炭酸試験

AC2OCEMプロジェクト（2019～2022）
新型仮焼炉の設計も含まれる

2018年にECRAプロジェクトでパイロット設備の建設が公表されたが、
実現していない。

LEILAC （間接加熱を用いた石灰石脱炭酸）

LEILAC1（2016～2020）
回収量25,000ｔCO2/y（石灰石由来CO2の5％相当）のパイロット

プラントで実証試験
LEILAC２（2020～2024）
回収量4倍（100,000ｔCO2 /ｙ）のパイロットプラントの建設を公表。
LEILAC１の設備を４本並列に配置 （設備自体の大型化が課題）

【欧米メーカーの主な開発動向】
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

提案するCO2回収型実証設備のコンセプト

【研究開発内容①、②】

原料由来CO2をコンパクトで低コストな設備で直接回収

⚫ 仮焼炉で発生するCO2を直接、高濃度で回収するコンパクトな設備

⚫ 生産能力に応じた設計が可能、スケールアップも容易

⚫ 耐熱性の高い特殊鋼材（汎用的な部材）を必要としない低コストな
システム。

⚫ 施設設置に必要な敷地面積も比較的少ない。

【研究開発内容③、④】

従来型NSPキルンの利点は継承したプロセス

⚫ NSPキルンの高い熱交換性能は維持、廃棄物焼成も可能

【研究開発内容⑤】

セメントプロセスのエネルギー源としてのメタネーション活用

⚫ 回収CO2（エネルギー由来）をメタンに転換し（メタネーション化）、
キルン・仮焼炉で再利用

⚫ 合成メタンの都市ガス導管導入に必要な改質工程の検討
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提案プロセスにおけるCO2回収率について（試算例）

プレヒーターで発生するCO2のうち85%以上を回収する。

⚫ 仮焼炉入口の原料脱炭酸率10％以下、出口の脱炭酸率90％以上
を達成することにより、原料由来のCO2を80％以上回収できる。

⚫ さらにエネルギー由来のCO2のうち、仮焼炉に投入するエネルギー由来の
CO2を全量回収できる。

⚫ したがって、理論上プレヒーターで発生するCO2を90％以上回収できる。

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

発生場所 発生由来 発生割合

プレヒーターで発
生するCO2

サイクロン 原料由来 6

74
仮焼炉

原料由来 48

エネルギー由来 20

キルンで発生するCO2

原料由来 6
26

エネルギー由来 20

計算条件 ・CO2発生由来 原料由来：エネルギー由来＝60：40
・脱炭酸率 仮焼炉入原料10％、出原料90％
・エネルギー使用割合 仮焼炉：キルン＝50：50

表 CO2発生場所、発生由来及び発生割合（全体を100とした場合）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

ラボ試験機のフロー図

炉内配管

加熱炉部

ラボ試験機を設計･制作し、脱炭酸反応に関する基礎データを取得

革新的な新型仮焼炉の設計・運転条件の確立（ラボ試験機）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

実験機のフロー図
原料送入量300kg/h、CO2回収量100kg/h

メタネーション12.5Nm3-メタン/h

革新的な新型仮焼炉の設計・運転条件の確立（実験機）

実験機を設計･製作・試運転により、稼働目標を達成し、ステージゲートを通過。
実機実証に向けて、実験設備によるCO2回収技術の確立と設計に取り組み中。

ロータリーキルン
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セメント製造プロセスに適したメタネーション技術

●メタネーション技術はすでに実証試験も実施されており、実用化に向けた大型化の検討も行われている。

ただし、高純度のCO2を用いた検討であり、メタンの販売を考慮して高い転換率を設定。

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

仮焼炉排ガス（想定値）

CO2 92.5 （90～95）vol％

N2 5 （2～8）%

O2 2.5（2～3）%

SOx 数10ppm

触媒の劣化成分
O2：焼結
SOx：被毒

回収CO2の
前処理 再エネルギー化

合成メタン（高品位）
都市ガス導管供給用

●セメント製造プロセスに適した前処理設備およびメタネーション設備の開発 （IHI）

●合成メタンを都市ガス導管供給するための前処理方法の検討 （東京瓦斯）

触媒

合成メタン（低品位）
キルン・仮焼炉用

セメント製造に使用できる最低限の品質確保（簡易な前処理）

原料由来CO2有効利用拡大に向けた都市ガス導管供給
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

セメント製造プロセスに適した前処理設備およびメタネーション設備の開発

・ 2024年1月にメタネーション装置，2月には前処理装置（UNIT-1,2,3）の納入・据付を実施。
・ 2月後半から3月にかけて現地気密試験や試運転を実施し納入完了。

回収CO2の前処理装置（UNIT 1,2,3)
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⚫ セメント製造プロセスから回収したCO2を用いて製造された合成メタンを都市ガス導管網に注入するために必要な工程（精製・熱量調整・付臭等）の
洗い出しを実施する。

⚫ その後、各工程について必要な設備、ユーティリティ等を検討し、導管注入にかかるコスト試算を実施し、コストへの影響が大きい精製工程については
     複数方式での検討を行い、コストの比較・最適化を実施する。

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

合成メタンの都市ガス導管供給に向けたフィージビリティスタディ
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CO2回収
エネルギー

設備規模 設備コスト 設備改造
ランニング
コスト

本提案技術 小 小 小 小～中 小

アミン法 大 大 中 小 中

LEILAC 小 中 中 大 小

Oxyfuel 小 小 小 大 小～中

Caルーピング 大 中 中 小～中 中

深冷分離 中～大 中～大 中～大 小 中

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

他社のCO2回収技術との比較まとめ

参考文献
Marta G.Plaza, et al:CO2 Capture, Use, and Storage in the Cement Industry: State of the Art and 
Expectation, Energies 13,  5692 (2020)

＊電気焼成は基礎研究段階であるため、比較対象からは外した

海外他社の競合技術と比較して、本提案技術の優位性を確認
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研究開発項目・事業規模

① 革新的な新型仮
焼炉の設計

② 最適な仮焼炉運
転条件の確立

実施スケジュール

2021 2025 2030

研究開発期間（国費負担有）

実証機での改造・検証

実施主体

A社

太平洋セメント社

太平洋セメント社

太平洋セメント社

太平洋セメント社

2033…

シミュレーションを活用した事前検討

③ プレヒーターにおけ
る原料の予熱

④ 支燃性ガスの予熱

実験機の設計・建設 実証機の設計・建設・運用

3.製造プロセ
スにおける
CO2回収技
術の設計・実
証

熱交換器（ガス－ガスヒーター）の開発 実証機への導入・検証

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

複数の研究開発を効率的に連携させるためのスケジュールを計画

事業化

社会実装

自社工場導入

:ステージゲート審査

KPI:仮焼炉入口の支燃性
ガス温度

KPI:仮焼炉入口のセメント
原料温度

KPI:仮焼炉出口での炭酸カルシウム
成分の脱炭酸率

KPI:仮焼炉排ガス中の
CO2濃度

マイルストーン:仮焼炉出口での炭酸カ
ルシウム成分の脱炭酸率

マイルストーン:仮焼炉排ガス
中のCO2濃度

マイルストーン:仮焼炉入口のセメント
原料温度

マイルストーン:仮焼炉入口の
支燃性ガス温度

研究開発項目 研究開発内容
(総事業規模/国費負担額)※

※総事業規模は、実施者の自己負担も含めた総投資額、
国費負担額はNEDOからの委託費・補助金の額

実験機を用いた性能向上

実験機の設計・建設 実証機の設計・建設・運用実験機を用いた性能向上

マイルストーン:実験機
の稼働確認

⑤エネルギー由来CO2

の熱エネルギー化（メ
タネーション技術）

A社

IHI社、
東京ガス社

実験機の運用 インフラ整備

KPI：実験機での初期メタン転換率
8000hr運転後の転換率

実験機の設計・建設 セメント設備に適用する場合のFS

自社工場導入

実験機の運転

実験機の運転 自社工場導入

自社工場導入

マイルストーン:実験機
の稼働確認

（都市ガス向け含む）
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実施体制図 各主体の役割と連携方法

各主体の役割
• セメント分野（CO2回収型セメント製造プロセスの開発）全体の取りまとめは、太平洋セメント社が行う。
• 研究開発項目３（製造プロセスにおけるCO2回収技術の設計・実証）のとりまとめは太平洋セメント社

が行う。
• 研究開発項目４（多様なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術の確立）のとりまとめは住友大阪セメン

ト社が行う。
• 研究開発項目３研究開発内容①革新的な新型仮焼炉の設計、②最適な仮焼炉運転条件の確立、

③プレヒーターにおける原料予熱、④支燃性ガスの予熱は太平洋セメント社が担当する。
• 研究開発項目３研究開発内容⑤エネルギー由来CO2の熱エネルギー化（メタネーション技術）はIHI

社が担当する。
• 研究開発項目３研究開発内容⑤エネルギー由来CO2の熱エネルギー化（メタネーション技術）のうち、

セメント製造プロセス用エネルギー源以外の用途拡大のため、東京ガスに都市ガス導管に利用するための
検討を委託。

研究開発における連携方法
• 実験機（CO2回収型セメント製造設備、メタネーション設備）は同一敷地内に設置し、結果を共有。
• 本研究開発によって得られた成果（例メタネーションを行うための前処理設備等）は共同で特許出願。
• 専門家からなるプロジェクト推進委員会を設置し、定期的（１～２回／年）に結果を報告し、ご意見

をいただく。
委託先
IHI社

⑤エネルギー由来CO2の
熱エネルギー化（メタネー
ション技術）を担当

セメント分野
CO2回収型セメント製造プロセス

の開発

太平洋セメント社
研究開発項目３ 製造プロセスに
おけるCO2回収技術の設計・実証
①革新的な新型仮焼炉の設計、②最適
な仮焼炉運転条件の確立、③プレヒー
ターにおける原料予熱、④支燃性ガスの
予熱を担当

2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

各主体の特長を生かせる研究開発実施体制と役割分担を構築

幹事企業

住友大阪セメント社
研究開発項目４ 多様なカル
シウム源を用いた炭酸塩化技
術の確立を担当

プロジェクト推進委員会

委託先
東京ガス社

⑤エネルギー由来CO2の熱
エネルギー化（メタネーショ
ン技術）を担当
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研究開発項目 活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

• NSPキルン

• 仮焼炉

• 塩素バイパスシステム

• ガス焼成

• 実験機（セメント製造設備）

革新的な新型仮
焼炉の設計

最適な仮焼炉運
転条件の確立

• 実験機（セメント製造設備）

• 廃棄物の原料・エネルギー源化技術

1

2

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有

（優位性）

• 既存システムの最大限活用により、設置面積・コストを最小化した設
計ができる。

• 廃棄物由来の原料・エネルギー源、バイオマス熱エネルギーの使用量
を維持向上できる設備・技術を有する。

• 実機実証の前に、実験機で検証することができる。

（リスク）

• リーク空気の防止、コーチング付着を考慮した設計、酸素燃焼に適し
たバーナなど開発要素が多い。

• 実験機から実証機へのスケールアップ時に想定外の課題が生じる可
能性がある。

（優位性）

• 実機実証の前に、実験機で検証することができる。

• 多種多様な廃棄物由来のエネルギー源を使用してセメントクリンカを
製造するノウハウを有する。

（リスク）

• 排ガスにO2・COを残存させない運転、爆発的燃焼や不均一な燃焼
の防止などのため運転操作が現状より複雑になる。

• 実験機から実証機へのスケールアップ時に想定外の課題が生じる可
能性がある。

３.製造プロセスにお
けるCO2回収技
術の設計・実証
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研究開発項目 活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

エネルギー由来
CO2の熱エネル
ギー化（メタネー
ション技術）

5

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有

• 湿式脱硫技術

• アミンCO2回収前処理技術

• 触媒反応器設計技術

• プロセス設計技術

（優位性）

• 12.5Nm3/h規模のメタネーション設備実績を有する。

• CO2メタネーション関連試験設備を活用して試験評価を行える。

• 様々な脱硫設備の設計・運用実績を有する。（火力向け大型
脱硫設備から小型CO2回収設備向け脱硫設備まで）

（リスク）

• 触媒の被毒成分を含有する回収CO2ガスに対して，性能及び
運用面からコスト妥当性を有したシステムを開発する必要がある。

4

３.製造プロセスにお
けるCO2回収技
術の設計・実証

支燃性ガスの予
熱

• ガスーガスヒーター

• 廃熱発電システム

（優位性）

• 既存システムとの親和性を考慮して設備を設計・開発できる。

• 高ダスト濃度のキルン排ガスから、廃熱発電を行うシステムに関する
知見がある。

（リスク）

• 高濃度のダストを含むガスに適し、かつ大型化に対応したガスーガス
ヒーターを開発する必要がある。

• 実験機での検証は困難であり、実証機での検証になる。

プレヒーターにお
ける原料の予熱

• サイクロン型プレヒーター
3 （優位性）

• プレヒーターの改造、運転方法の変更により生産量を調整した実績
を有し、排ガス量の減少に対応するノウハウを有する。

（リスク）

• 実験機での検証は困難であり、実証機での検証になる。
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３．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）
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組織内体制図

企画管理グループ
・プロジェクト事務局
・社会実装計画推進

CO2回収技術チーム

研究開発責任者と担当部署
• 研究開発責任者／標準化推進責任者

– カーボンニュートラル技術開発部長
⚫ 担当グループ

– 技術グループ：技術開発統括、標準化推進担当部門
– 技術グループCO2回収技術チーム：CO2回収技術開発の実行部隊
– 技術グループCO2利用技術チーム：メタネーション技術開発実行部隊
– 企画管理グループ：プロジェクト事務局

関係部と協力した社会実装計画の推進

部門間の連携方法
• 定期的に開催される報告会（担当役員・関係部部長クラス）の場での討議

による、進捗状況確認ならびに各種議題に関する討議を通じて、プロジェクト全
体の方向性管理

• 上記会議体での議論を踏まえ、新たに設置するプロジェクト担当者会議
（カーボンニュートラル技術開発部、生産部、設備部、中央研究所）の場にて
実務的課題の検討

代表取締役社長
（事業にコミットする経営者）

部長
（研究開発責任者／標準化推進責任者）

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、専門部署に複数チームを設置

連携

社内関係部
生産部
設備部

中央研究所

組織内の役割分担

役員席
生産・設備・カーボンニュートラル技術開発部担当役員、

中央研究所担当役員

カーボンニュートラル技術開発部

技術グループ
・標準化推進

プロジェクト担当者会議

CO2利用技術チーム
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経営者等による具体的な施策・活動方針 経営者等の評価・報酬への反映

• 当社の取締役等の報酬は、コーポレートガバナンス基本方針に基づき、指名
報酬諮問委員会への答申を経て決定される。報酬は、固定報酬と株式報
酬、ならびに業績連動報酬から構成。本事業の進捗状況は、広く公表され
ることから株価へ反映される情報であり、担当役員のみならず、役員全体の
報酬へ反映されるものと判断している。

• 当該プロジェクトに関与する管理者等は、プロジェクトの推進の成果が社内人
事評価システムを通じて、重点的な業務として適切に評価される。

経営者等による事業への関与の方針

3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

• 経営者のリーダーシップ
– 当社は、2050年の実質カーボンニュートラルをゴールとした長期ビジョンを策

定（2020年3月）している。本ビジョンでは、セメント産業における温室効果
ガスの削減を当社としての「成長戦略」として位置付けていること、さらには、
セメントキルン排ガスからのCO2回収を含め革新的な技術開発を推進するこ
とを表明。さらに、これを具体化すべく、2021年4月には、新組織であるカー
ボンニュートラル技術開発プロジェクトチーム設立（2024/4に常設組織と
して体制強化のためカーボンニュートラル技術開発部へ体制変更）。同
2021年5月には、「23中期経営計画（2021年5月）」を公表し、カーボン
ニュートラルへの取り組みとしての「カーボンニュートラル戦略2050」を公表等、
技術開発の大きな方向性を示している。今後は、本事業計画の趣旨に基
づき、プロジェクトの進展に合わせて、海外戦略も含めた普及を検討していく
予定。

• 事業のモニタリング・管理
– 本プロジェクトの進捗状況については、取締役会において主体組織である

カーボンニュートラル技術開発部担当役員（取締役専務執行役員）より、
業務報告として報告される。

– 同技術開発部から経営層への活動状況の報告については、担当役員を含
む関係部の担当役員ならびに事業所長が参画する「定期報告会」を活用。

– 技術推進委員会の設置
社外有識者の方の専門的な知見をフィードバックすべく、採択決定後には、
「技術推進委員会」を設置し定期的な指導を経て進めている（2024年
11月末段階で計5回開催）。

事業の継続性確保の取組

• 経営層内における適切な業務引継ぎ
左記のとおり、カーボンニュートラルは当社の重要経営方針であり、これに基
づき、本プロジェクトならびにその事業戦略を長期にわたって推進する新組織
としてカーボンニュートラル技術開発部を設置している。また同じく左記の「カー
ボンニュートラル戦略2050」でも、カーボンニュートラルに向けた取り組みを「今
後10年における重点戦略」の１つとしても明確に位置づけており、これら一連
の施策は、長期的な事業の継続性の担保となりうる根拠と考えている。

・ 2022/3/24公表（太平洋セメントカーボンニュートラル戦略2050～技術
ロードマップおよび2030中間目標～」および2024/5/17公表（当社26

中期経営計画）において本プロジェクトを2030年の開発目標に取り組む
重要プロジェクトといて位置付けていることを示す。
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• 媒体を通じた情報開示
当社は、定期的に発行している情報提供媒体が複数ある。タイミング、開示
内容を考慮し、以下のような媒体を活用した情報の提供を予定。
– 「統合報告書」での進捗報告
– 定期発行誌「太平洋セメント研究報告」ならびに技術情報誌「CEMS」

を活用した経過報告
– 定期的にWebサイトにて、研究開発プロジェクトの進展、トピックスに関す

る情報開示

• ステークホルダーへの説明
当社は、ステークホルダーとのコミュニケーションは、経営課題の１つである
と認識しており、ステークホルダーとのコミュニケーションを確かにするため、
「ステークホルダー・コミュニ―ケーション基本方針」を定めている。
ステークホルダーの皆様には、上記情報情報媒体を活用した定期的開示
も含めて、様々な形での情報開示を並行して検討していく。

経営戦略の中核においてカーボンニュートラル関連事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
– 当社は、前述のとおりカーボンニュートラル戦略2050公表等を通じて、

セメントキルン排ガスからのCO2の回収を含む、「革新的技術の開発」を
重要な全社戦略として位置付けている。従って、これら各種施策は、当
社取締役会、経営会議等の意思決定機関でも、適宜、討議・検証さ
れていく課題であり、当プロジェクトの進捗状況も含めて継続的にフォ
ローされていく。

– プロジェクトの進捗については担当役員より定期的に取締役会に報告
の機会あり。

• 事業戦略・事業計画の決議・変更
上記当社経営戦略は、CO2回収技術の開発にフォーカスしているが、
本基金事業に採択された段階で、これを補完・発展させる形で、
開発技術の国内外セメントメーカーへの展開を指向した事業
計画であることを、経営会議等の場での議論を経て、全社プロジェク
トとして位置付けている。

• 決議事項と研究開発計画の関係
– 本事業計画は上記のとおり、経営会議等の意思決定機関にて全社プ

ロジェクトとして位置づけることで、これを補完する研究開発計画も適宜、
一体の計画として当社内経営会議等の場に報告し、判断を仰ぐ体制
とする。

– 本プロジェクトの推進については、予算措置も含めて、適宜社内規
程に基づく決裁を得て進めている（例 委託契約締結、助成金交付
申請等）

取締役会等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明

・ 総合土木技術士「土木施工」2022年11月号に事業概要を解説
・ CEMS 2023/7月号にて、事業の概要を解説
・ GCCA（Global Cement & Concrete Association) のNet

Zero Progress Report  2023および2024にて事業概要紹介
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経営資源の投入方針
専門部署の設置

• 専門部署の設置
– 前述のとおり、本技術課題を社内横断的に対応すべく、2021年4月に
「カーボンニュートラル技術開発プロジェクトチーム（現カーボンニュー
トラル技術開発部」）を設置（現担当役員は取締役専務執行役
員）。

– 同プロジェクトチーム内には、技術開発の実行部隊となるチーム（CO2

回収技術チーム・CO2利用技術チーム）の活動を統括する「技術グ
ループ」を設置。チーム内での開発の推進の他、社内外関係部門との調
整機能を果たす。

– 同じく技術開発部内「企画管理グループ」では、プロジェクト事務局の他、
成果の社会実装の向けた活動の旗振り役となる。

• 若手人材の育成
– 本プロジェクトは、複数の要素技術の開発を相互連動しながら、並行し

て推進していくこと、また社外パートナーと協力したプロジェクトであること
等、若手技術者の育成には絶好の機会である。当社の将来を担う若手
人材を積極的かつ継続的に、研究開発活動の中に配置していく。

– 開発ステージの進展ならびに事業化の段階毎に、不足したリソースにつ
いては、これを補充できるスタートアップとも協力する方針で、プロジェクト
を推進していく。

機動的に経営資源を投入し、着実に社会実装まで繋げられる組織体制を整備

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

• 実施体制の柔軟性の確保
– 今回の事業は、10年にわたる長期プロジェクト、かつステージも多段階

であり、進展に合わせた柔軟な社内体制を構築する（関係部署の協
力を得る体制）。

– 複数の要素技術を必要とすることから、一部の要素技術については社
外からの調達（具体的には、メタネーション技術）を予定。

– 開発技術の外販主体となる太平洋エンジニアリング社（当社子会
社）とも協力した開発・社会実装体制でプロジェクトを推進していく予
定である（同社は、開発当初は、実験機の設計、製作企業として参
画予定）。

• 人材・設備・資金の投入方針
– 人材

社内横断プロジェクトとして位置づけ推進。関係部門として、生産部
（工場での操業条件を考慮したプロセス検討 数名）、設備部
（設備検討 数名）、中央研究所（基本プロセス検討 数名）よ
り、当技術開発部との兼務の形で、参画。具体的な人数については、
プロジェクトの進展に合わせて適宜、最適な規模で実施。

– 設備
実証試験設備については、山口県山陽小野田市内の当社敷地内
に設置（2024年3月竣工式開催）

– 資金（自己資金）
2021-2030年までの期間で、研究開発のために国費以外に60億円

（インセンティブが全額支払われた場合）の自己資金を投じる予定。

合成メタンの用途拡大（ｶﾞｽ導管注入）の検討のため東京ｶﾞｽ社
を委託先として追加
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4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

リスクに対して十分な対策を講じるが、技術課題のハードル等の事態に陥った場合には事業中止も
検討

研究開発（技術）におけるリスクと対応 社会実装（経済社会）におけるリスクと対応

• カーボンニュートラルのシナリオによるリスク
→ 当該プロジェクトは、炭素税等の二酸化炭素の
排出規制を起因としてセメント産業でも、カーボン
ニュートラルが進展することを前提としている。本シナリ
オについては、社会動向を継続的に注視し、適宜、
プロジェクトの方向性に反映させていく。

• 技術革新によるリスク
→ 当該技術分野は、海外も含めて、開発速度が
非常に速く、海外の開発動向も視野に入れ、本プロ
ジェクトの目標値等の中へフィードバックしていく。

その他（自然災害等）のリスクと対応

• 法令変更等によるリスク
→ 技術開発に関連する要因（環境規制等）が、
KPI等の達成に影響を及ぼす可能性も予見される
が、そのハードルは、都度、プロジェクトメンバーにて、
情報共有、討議し、プロセス見直し等、最適なリス
ク回避策を検討していく。

• 自然災害（台風、大地震等）によるリスク
→ 発生した災害の状況ならびに実証試験への影
響の程度に応じて計画を見直すなどして、早期の復
旧を目指す。

⚫ 事業中止の判断基準：
①技術課題のハードル：技術検討を進める中で、未想定の因子、あるいはスケールアップに伴い顕在化した技術課題への対応が困難と判断された場合。
②経営困難：経済状況等の大きな変化に伴い事業者全体として、本業も含めて経営困難な状況に直面した場合。
③住民運動等：実証試験の実施等について、試験サイト近辺の住民からの反対運動等、事業継続に大きな支障が生じた場合。
④自然災害等：復旧が困難な災害等が生じた場合。

• スケジュール遅延リスク
→ 各KPI目標の達成に時間を要すること、関係許
認可取得、工事遅延等、スケジュールの遅延も想
定されるが、本プロジェクトは10年に及ぶ長期プロ
ジェクトであり、開発を前倒しに進める等、関係者で
協力し、大きな遅延が発生しないよう留意していく。

• 各KPI目標値未達によるリスク
→ 目標未達となった各KPI目標の原因については、
検討結果を踏まえ、プロセスの再設計と検証を継続
的に実施。

• 予算オーバーリスク
→ プロセス検証を進める中で、目標とすべき
プロセスが予想以上に複雑、高度化し、予算超過
のリスクあり。上記目標未達リスクと同様にプロセスの
再設計と検証を継続的に実施。


